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 2022 年の三重県企業倒産は 78 件発生で 3 年連続の減少。コロナ禍における各種金融支援を背

景に減少してきたが、足許を見れば原油をはじめとした物価高、資材調達の遅れや人手不足とい

った企業経営を取り巻く「負の影響」に対する我慢の経営が続いている。 

 企業によってはこうした負の影響に耐え切れなくなり、事業継続そのものを“あきらめる”中

小企業の増加を懸念すべき情勢にきている。 

 休廃業・解散でも同様に、政府系・民間金融機関による活発な資金供給やコロナ対応の補助金

により、経営体力に乏しい中小企業の休廃業発生を大きく抑制し、前年を下回る結果が続いた。 

三重県企業は、後継者が決まっている企業の割合が全国で最も高く、休廃業の発生率も比較的

低位に抑えられている。ただし、今後も原材料価格の高騰などでダメージを受ける企業が多いな

か、先行きを見据えて体力のある健全企業が先行して事業をたたむ兆しもみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

特別企画:三重県企業「休廃業・解散」動向調査（2022 年） 

調査結果（要旨） 

1．2022年の休廃業・解散件数は、三重県では 637件、前年から 14件減少。（全国は 5万 3426

件、前年から約 1300件減少） 

2. 廃業前決算「黒字」「赤字」率は、ほぼ均衡。収益力悪化を「あきらめ」要素とする企業が

増加傾向 

3. 高齢代表の休廃業加速 ピーク年齢 71歳、前年より上昇 

4. 「建設」「不動産」2業界が前年から増加、「製造」など 5業界は減少 

5. 市区郡別では、四日市市が最も多い 136件となるが前年からは減少 

 

■ 帝国データバンク四日市支店が調査・保有する企業データベースのほか、各種法人データベースを基に集計 
■ 「休廃業・解散企業」とは、倒産（法的整理）によるものを除き、特段の手続きを取らずに企業活動が停止した状態の確認
（休廃業）、もしくは商業登記等で解散（但し「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称 

■ 調査時点での休廃業・解散状態を確認したもので、将来的な企業活動の再開を否定するものではない。また、休廃業・解散後
に法的整理へ移行した場合は、倒産件数として再集計する事もある 

「黒字」休廃業、過去最低 

物価高で企業のあきらめ加速 

～ 2022 年は 637 件、3 年連続減少 ～ 
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1. 2022 年の休廃業・解散動向 概要：2022 年は 637 件、前年から 14 件減少 

 2022年に三重県で休業・廃業、解散を行った企業（個人事業主を含む、以下「休廃業」）は前年

から 14件（2.2％）減少の 637件となった。 三重県企業全体のうち 2.93％の企業が、休廃業で

同年中に市場から退出・消滅した。また、20 年から 3 年連続で減少し、コロナ前の 19 年からも

109件少ない低水準で推移した。休廃業による影響では、企業の雇用（正社員）が少なくとも累計

1071人に及び、前年（1215人）から 144人分減少した。全ての雇用機会が消失したものではない

が、三重県企業の休廃業で 1000人超が転退職を迫られた計算となる。消失した売上高は合計 146

億円に上った。 

 3年連続減少となった企業倒産（法的整理）

と比較しても同様の推移をたどっており、

「ゼロゼロ融資」を代表とする良好な資金調

達環境に加え、金融機関をはじめ官民一体の

伴走支援策によって、休廃業へと傾きつつあ

った経営マインドに「待った」を掛けたこと

が、休廃業・解散の発生を抑制した主な要因

とみられる。 

 なお、東海 4県の中では三重県の発生率が

最も低く、全国では 18 番目に低い（最終頁

に都道府県別表を掲載）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休廃業・解散件数推移 

休廃業・解散 推移（表） 
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2. 「黒字」休廃業、過去最低の 49.3％ 収益力低下の企業で「あきらめ」加速の可能性も 

 一方で、資産が負債を上回るなど現状の財務内容に問題がない企業で「あきらめ休廃業」選択

の動きもみられる。 

2022 年に休廃業した企業のうち、「資産超過型休廃業」は 61.3％と、コロナ禍以降は低下傾向

にある。加えて、休廃業する直前期の決算で当期純損益が「黒字」だった割合は 49.3％に低下し、

半数超が「赤字」企業となった。 

 

 

 

 

 

 総じて、長引くコロナ禍に加え、原材料価格やエネルギー価格の高騰、人手確保のための人件

費増などにより収益面・財務面にダメージを受けた企業の休廃業が増えている。こうしたなか、

財務内容やキャッシュなどある程度の経営余力を残している企業で、収益悪化に加えて事業再建

を含め将来を悲観し、自主的に会社を休業・廃業、あるいは解散を行う「あきらめ休廃業」の機運

が高まっている可能性がある。 

 

 

 

 

 

「資産超過型」「黒字」休廃業の各割合 

年別推移 「資産超過かつ黒字」 
休廃業割合 
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3. 代表者年齢別：高齢代表の休廃業加速 ピーク年齢 71 歳 

 休廃業を行った企業の代表者年齢は、2022 年平均で 69.4 歳となり、4 年連続の上昇となった。

年代別では「70 代」が 38.9％と最も高く、ピーク年齢も 71 歳と前年から 5 歳上昇し過去最高タ

イとなるなど、総じて高齢代表による休廃業が目立っている。 

 三重県は、後継者の決定率が都道府県別で最も高い県ではあるが、経営者の年齢層が高くなれ

ばなるほど、当該企業の後継者決定の有無によって休廃業の可能性の二極化傾向が進んでいるこ

とが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 業種別： 建設・不動産の 2 業種で増加 5 業種で減少 

 前年から減少したのは、「製造業」（38件）

など 5業種。運送や倉庫などの「運輸通信

業」（7件）は、増加となった前年から一転

して減少した。「サービス業」（75件）、「卸

売」（39件）なども減少となった。一方で、

「建設業」（119件）「不動産業」（24件）の

2 業種は前年から増加した。建設業はコロ

ナ禍では一旦減少したが、今回増加に転じ

たほか、不動産業は前年に続き 2年連続で

の増加となった。 

 

代表者年齢別割合 代表者年代別 

業種別 件数推移 
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 発生率を表す休廃業・解散率では、最も高い業種は「不動産業」の 2.16％となり、「建設業」、

「卸売業」が後に続いた。全業種で最も低いのは、「運輸・通信業」の 0.81％。 

 

 

「一般管工事業」 休廃業・解散の増加件数が全業種中で最高 

 業種細分類では、前年比で最も増加したのは「一般管工事業」（4件→13件、225％増）。有資格

者や技術職など人手不足の影響を受けやすい建設業界の中で、プラント工事や各種配管工事を手

がける管工事業では、コロナ禍の影響を受けた製造業者の定期修繕が一部先送りになるほか、公

共工事の伸び悩みなども背景にあって休廃業件数が増加した。以下、「損害保険代理業」（4 件→9

件、125％増）、「土工・コンクリート工事業」（4件→8件、100％増）などが続く。全体の上位には

オーバープレイヤー状態となっている建設業界の各種工事業が目立った。 

また、前年比で最も減少したのは、テナント賃貸など「貸事務所業」（8件→6件 25％減）だっ

た。 

 

 

 

休廃業・解散率の上位では、最も高かったのが「損害

保険代理業」で 7.56％、このあと「土地賃貸業」（5.26％）、

「土地売買業」（4.2％）の不動産関連が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種細分類別 休廃業・解散件数 
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5. 市区郡別 四日市市が昨年に続き最も多い 136 件、ただし前年からは減少。 

 市区郡別の発生状況では、件数ベースで最も多いのは「四日市市」の 136 件で、前年の 142 件

からは下回った。続いて「津市」が 116件となり、前年の 100件から増加。 

次いで「松阪市」71件、「鈴鹿市」60件、「伊勢市」49件と続いた。 

 

 発生率を表す「休廃業・解散率」では、最も高いのが「桑名郡（木曽岬町）」の 3.88％で、以下、

「津市」（3.51％）、「多気郡」（3.35％）、「松阪市」（3.33％）で、最も発生率が低いのは、「熊野市」

（1.27％）だった。 

 

  

市区郡別 休廃業解散 発生状況 



                     特別企画:三重県企業「休廃業・解散」動向調査（2022 年） 

 
 

 2023/1/27 

 
7 

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 

 

終わりに：退職金など払えるうちに事業をたたむ「あきらめ休廃業」 今後も増える可能性 

 政府による実質無利子・無担保（ゼロゼロ）融資などの資金繰り支援は、倒産同様に、資金繰り

破たん回避による休廃業の抑制に短期的には寄与したと言える。一方で、廃業直前の決算が黒字

だった休廃業の割合は過去最低を更新し、資産超過かつ黒字の休廃業割合も低下傾向にある。物

価高や人手不足などによるコスト増が収益を圧迫し続けたことで、財務面のダメージが広がる前

に事業をたたむ決断を下した健全企業の休廃業が増加していることが窺える。 

 かかる状況下、ウィズコロナへ移行するペースが速まることが予想され、経済活動は正常化へ

向かっている。こうしたなか、2023 年から多くの企業でコロナ融資の利子・元本返済がスタート

し、先行きが不透明な状況で本業立て直しによる「収益改善」と「借入金の返済」というテーマに

立ち向かわざるを得ない局面が迫る。 

 現時点で財務内容には問題がない健全企業や「老舗企業」の中で、業績回復や「筋肉質」な収益

基盤への再編、業界内における自社の強みなどのビジネスモデルの再構築が遅れた企業、さらに

後継者問題を抱えたままの企業にとっては、先行きを悲観し、退職金の支払いなど企業体力があ

るうちに会社をたたむ「あきらめ（ギブアップ）廃業」、そして「かけこみ廃業」の増加が今後懸

念される。 

 

 

 

【参考】 都道府県別 休廃業・解散発生状況 
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